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表紙

上記の事項につきましては、法令及び当社定款第14条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に

対して交付する書面（電子提供措置事項記載書面）への記載を省略しております。

第24回定時株主総会招集ご通知に際しての

交付書面非記載事項

■事業報告

主要な事業内容

主要な事業所

従業員の状況

主要な借入先

会社の株式に関する事項

会社の新株予約権等に関する事項

会計監査人の状況

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

■連結計算書類

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

■計算書類

株主資本等変動計算書

個別注記表

（2025年１月１日から2025年12月31日まで）
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主要な事業内容、主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先、会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

主要な事業内容（2025年12月31日現在）

(1) 当社の主要な事業内容

　当社は、主な事業として賃貸マンション、アパート等の賃貸住宅の物件をオーナーから一括して借

上げ、これを一般入居者に転貸する一括借上を行っております。

(2) 株式会社JPMCファイナンスの主要な事業内容

　株式会社JPMCファイナンスは主な事業として、貸金業及び家賃の滞納保証を行っております。

(3) みらい少額短期保険株式会社の主要な事業内容

　みらい少額短期保険株式会社は主な事業として、保険業を行っております。

(4) 株式会社JPMCエージェンシーの主要な事業内容

　株式会社JPMCエージェンシーは主な事業として、法人需要向け賃貸住宅の賃貸を行っております。

(5) 株式会社JPMCシンエイの主要な事業内容

　株式会社JPMCシンエイは主な事業として、賃貸管理業を行っております。

(6) 株式会社JPMCワークス＆サプライの主要な事業内容

　株式会社JPMCワークス＆サプライは主な事業として、賃貸用不動産リフォームの工事請負を行って

おります。

(7) 株式会社JPMCアセットマネジメントの主要な事業内容

　株式会社JPMCアセットマネジメントは主な事業として、収益不動産を中心とした売買の斡旋、仲介

を行っております。

(8) 株式会社リークスプロパティの主要な事業内容

　株式会社リークスプロパティは主な事業として、賃貸管理業及び賃貸の仲介を行っております。

－ 1 －



2026/02/25 17:01:39 / 25282459_株式会社ＪＰＭＣ_招集通知

主要な事業内容、主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先、会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

名 称 所 在 地

本社 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

関西支社 大阪市中央区

中部支社 名古屋市中区

九州支社 福岡市博多区

北海道支社 札幌市北区

名 称 所 在 地

株式会社JPMCファイナンス 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

みらい少額短期保険株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

株式会社JPMCエージェンシー 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

株式会社JPMCシンエイ 東京都立川市柴崎町二丁目２番１号

株式会社JPMCワークス＆サプライ 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

株式会社JPMCアセットマネジメント 東京都千代田区丸の内三丁目４番２号

株式会社リークスプロパティ 三重県四日市市松原町８番16号

主要な事業所（2025年12月31日現在）

(1) 当社の主要な事業所

(2) 子会社の事業所

従 業 員 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

411名 5名増

従業員の状況（2025年12月31日現在）

（注）１．上記従業員数には、使用人兼務取締役及び臨時従業員（パートタイマー39名）は含んでおりません。

　　　２．当社グループは、プロパティマネジメント事業及びその付随業務の単一セグメントであるため、セグメン

ト別の記載はしておりません。

借 入 先 借 入 額

株式会社みずほ銀行 413,372千円

株式会社三井住友銀行 335,689千円

主要な借入先（2025年12月31日現在）

当社及び子会社からなる企業集団の主要な借入先
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主要な事業内容、主要な事業所、従業員の状況、主要な借入先、会社の株式に関する事項、会社の新株予約権等に関する事項

(1) 発行可能株式総数 53,280,000株

(2) 発行済株式の総数 17,725,600株（自己株式1,014,156株を含む。）

　（注）2025年５月21日付けで実施した自己株式の消却により、発行済株式の総数は前期末と比べて1,300,000株

減少しております。

(3) 株主数 9,638名

(4) 単元株式数 100株

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社ムトウエンタープライズ２ 4,401,400株 26.34％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,444,600株 8.64％

光通信ＫＫ投資事業有限責任組合 1,165,200株 6.97％

武藤　英明 525,608株 3.15％

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 441,000株 2.64％

ＪＰＭＣ従業員持株会 364,413株 2.18％

ＵＨ Ｐａｒｔｎｅｒｓ２ 投資事業有限責任組合 316,100株 1.89％

ＭＢＣ開発株式会社 304,500株 1.82％

十河　浩一 292,696株 1.75％

株式会社明和不動産 266,000株 1.59％

会社の株式に関する事項（2025年12月31日現在）

(5) 大株主

（注）１. 当社は自己株式を1,014,156株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。なお、自己株

式には、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式2,555株は含めておりません。

２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

(6) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

　  該当事項はありません。

会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。
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会計監査人の状況

公認会計士法第２条第１項の監査業務の報酬 34百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

34百万円

会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人に対する報酬等の額と

金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておりませんので、上記金額に

はこれらの合計額を記載しております。

(3) 会計監査人の報酬等について監査等委員会が同意した理由

　監査等委員会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、

前事業年度の監査計画と実績の比較、監査時間及び報酬額の推移を確認する等の必要な検証を行った

うえで、当事業年度の監査計画及び報酬見積額の妥当性を検討した結果、これらについて適切である

と判断しましたので、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っており

ます。

(4) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。

(6) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると判断した場合、監査等委員会は、

監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。

　また、会計監査人の再任の可否については、会計監査人の適格性、独立性及び職務の遂行状況等に

留意し、毎期検討を行います。

　その結果、不再任が妥当と判断した場合、監査等委員会は、会計監査人の不再任に関する株主総会

提出議案の内容を決定いたします。
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会社の体制及び方針

業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要

(1) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保

するための体制

①　当社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　定期的に開催する取締役会において各取締役から職務執行状況について報告するとともに、監査

等委員会による定期的な監査を実施することによって、法令及び定款に反する行為の有無を監視す

る。

②　当社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　使用人は職務の執行状況を定期的に取締役に報告し、内部監査室において、内部監査規程に基づ

いて計画的な内部監査を実施することにより法令及び定款に反する行為の有無を監視する。

③　当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

ａ．各種議事録等、職務執行に係る情報を含む文書を文書管理規程の定めに従って、保管する。

ｂ．当該文書の閲覧又は謄写について取締役及び監査等委員会から要請があった場合にはいつでも

当該要請に応じる。

④　当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　人事総務部門及び財務部は、日常的に継続してリスク対策等の状況の把握・検証に努め、損失の

危険性が高まったと判断される状況となった場合には、アドミニストレーション本部長またはファ

イナンス本部長を通じて即座に代表取締役及び監査等委員会にその内容を報告し、速やかに必要な

対策を講じる。

⑤　当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．取締役の職務執行の効率性を確保する体制の基礎として、取締役会を毎月１回定期的に開催す

るとともに、必要に応じて臨時取締役会を開催する。また、各取締役はそれぞれの担当部門が実

施すべき具体的な施策を立案・実施し、その運営状況を把握し、必要に応じて改善を図る。

ｂ．内部監査室は、その各部門において具体的な施策の立案・実施、運用状況を検証するために定

期的に内部監査を実施する。

⑥　当社の子会社の取締役等による職務の執行にかかる事項の当社への報告に関する体制

ａ．子会社に対しては、取締役若しくは監査役を当社より派遣して子会社取締役の職務執行の監督

又は監査を行う。

ｂ．当社の取締役会又は執行役員会において決議・報告がなされる事項のほか、以下の事項を代表

取締役又はアドミニストレーション本部長もしくはファイナンス本部長を通じて取締役会（毎月

１回開催）又は執行役員会（毎月２回開催）に報告する。

イ．当社グループに著しい損害を及ぼす恐れがあると判断される事項

ロ．内部監査室が実施した子会社内部監査の結果

ハ．コンプライアンス上重要と判断される事項

ニ．当社グループが社内外に設置する内部通報制度を利用した通報

ホ．その他監査等委員会が職務執行上報告を受ける必要があると判断される事項

⑦　当社の子会社の取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ａ．当社子会社の取締役は、執行役員会に、代表取締役又は所管するプレジデントを通じて職務執

行状況を報告する。

ｂ．当社の監査等委員会又は子会社の監査役による定期的な監査を実施することによって、法令及

び定款に反する行為の有無を監視する。

⑧　当社の子会社の使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　当社子会社の使用人は職務の執行状況を定期的に当社子会社の取締役に報告し、内部監査室にお
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会社の体制及び方針

いて、計画的な子会社内部監査を実施することにより法令及び定款に反する行為の有無を監視す

る。

⑨　当社の子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　当社子会社は、各種議事録等、職務執行に係る情報を含む文書を代表取締役又は各部門長の監督

の下、保管する。当該文書の閲覧又は謄写について当社の取締役又は監査等委員会から要請があっ

た場合にはいつでも当該要請に応じる。

⑩　当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　人事総務部門及び財務部は、当社子会社について日常的に継続してリスク対策等の状況の把握・

検証に努め、損失の危険性が高まったと判断される状況となった場合には、アドミニストレーショ

ン本部長またはファイナンス本部長を通じて即座に代表取締役及び監査等委員会にその内容を報告

し、速やかに必要な対策を講じる。

⑪　当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

ａ．当社子会社の代表取締役は、当社子会社の取締役の職務執行の効率性を確保する体制の基礎と

して、毎月１回定期報告会を開催し、当社の代表取締役又は取締役グループＣＦＯが参加する。

また、子会社の各取締役はそれぞれの担当部門が実施すべき具体的な施策を立案・実施し、その

運営状況を把握し、必要に応じて改善を図る。

ｂ．内部監査室は、子会社の各部門において具体的な施策の立案・実施、運用状況を検証するため

に定期的に子会社内部監査を実施する。

⑫　監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事

項及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項

ａ．当社グループには、現在、監査等委員会の職務補助者は設置していないが、監査等委員会から

職務補助者設置の要請があった場合にはこれに応じる。その場合、監査等委員会の職務補助者の

人事異動等については監査等委員会と事前に協議し、職務補助者の取締役からの独立性を確保す

るように十分に留意する。

ｂ．監査等委員会から当該要請が行われない間は、アドミニストレーション本部長又はアドミニス

トレーション本部長の指名する者（子会社においては代表取締役又は代表取締役の指名する者）

が必要に応じて監査等委員会の職務を補助する。

ｃ．当該職務補助者は取締役をはじめ組織上の上長の指揮命令を受けないこととする。

⑬　監査等委員会へ報告するための体制及び報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ

とを確保するための体制

ａ．取締役会において決議・報告がなされる事項のほか、当社及び子会社の取締役、使用人は以下

の事項を監査等委員会に報告する。

イ．当社グループに著しい損害を及ぼす恐れがあると判断される事項

ロ．内部監査室が実施した内部監査の結果

ハ．コンプライアンス上重要と判断される事項

ニ．当社グループが社内外に設置する内部通報制度を利用した通報

ホ．その他監査等委員会が職務執行上報告を受ける必要があると判断した事項

ｂ．前号の報告をした者が、当該報告をしたことを理由として不利益を受けないよう公益通報者保

護に関する規程に基づき報告者を保護する。

⑭　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

ａ．各監査等委員は相互の協議により、それぞれの業務分担を行う。また各監査等委員は必要に応

じて代表取締役に対して必要な調査・報告等を要請することができる。

ｂ．監査等委員会による会計監査については、各監査等委員が当社グループの会計監査を担当する

監査法人と定期的に情報交換を行うなど連携を図り、実効性を高める。

ｃ．各監査等委員又は監査等委員会は監査を行うために必要な外部の専門家等への調査、鑑定又は

事務委託の費用を請求することができる。
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会社の体制及び方針

⑮　反社会的勢力排除に向けた基本的な体制

　当社グループは社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的団体や個人に対して社会常識と正義感

を持ち、毅然とした態度で対応し、一切の関係を持たないことを基本方針とする。平素より、警

察、顧問弁護士との連携を密にし、反社会的勢力対応を実施し、不当な資金の提供及び便宜供与等

の不当要求に屈することなく、これを断固として拒絶する。

(2) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確保

するための体制の運用状況の概要

　当社では、前記 (1) の業務の体制の運用状況の概要は、次のとおりです。

①　コンプライアンスに対する取組みの状況

・毎月開催の取締役会において、当社グループのコンプライアンス・リスクマネジメントの対応

状況について、主管部署より報告を受けております。

・当社グループは、経営理念、法令遵守等を記載したクレドを全役職員に配布しております。こ

の内容は社員入社時に説明を行い、入社後は毎朝の朝礼において読み合わせを行っているほ

か、全社会議、支店会議で代表取締役が自ら説明を行い、全役職員への浸透を図っておりま

す。

・当社グループは、問題等の早期発見と是正を目的として内部通報制度を運用しております。

・当社は、警察との連携強化、反社会的勢力に関する情報収集を目的として、警視庁管内特殊暴

力防止対策連合会の定例の協議会及び各種研修会に参加しております。

・内部監査規程に基づき、内部監査を実施しております。

②　職務執行の適正及び効率性の確保に対する取組みの状況

　当事業年度において、取締役会は15回開催され、各議案についての審議、業務執行の状況等の監

督を行いました。

　また、監査等委員は監査・監督機能を強化するため、取締役（監査等委員を除く。）及び使用人

等からの情報収集、執行役員会等の重要な会議への出席並びに内部監査室との連携を図っておりま

す。

(3) 株式会社の支配に関する基本方針

　該当事項はありません。
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連結株主資本等変動計算書

株主資本
純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式
株主資本
合計

当期首残高 465,803 367,231 10,268,051 △1,766,139 9,334,946 9,334,946

当期変動額

剰余金の配当 △968,330 △968,330 △968,330

親会社株主に帰属する
当期純利益

1,800,747 1,800,747 1,800,747

自己株式の取得 △1,006,200 △1,006,200 △1,006,200

自己株式の処分 584 93,539 94,123 94,123

自己株式の消却 △1,508,000 1,508,000 － －

利益剰余金から資本剰
余金への振替

1,505,941 △1,505,941 － －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

－

当期変動額合計 － △1,474 △673,525 595,339 △79,659 △79,659

当期末残高 465,803 365,757 9,594,526 △1,170,800 9,255,286 9,255,286

連結株主資本等変動計算書

（自　2025年１月１日　至　2025年12月31日）
（単位：千円）

(注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

建物 ２年～47年

工具、器具及び備品 ２年～20年

連結注記表

一　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数　　　　７社

連結子会社の名称　株式会社JPMCファイナンス

みらい少額短期保険株式会社

株式会社JPMCエージェンシー

株式会社JPMCシンエイ

株式会社JPMCワークス＆サプライ

株式会社JPMCアセットマネジメント

株式会社リークスプロパティ

２．持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、みらい少額短期保険株式会社の決算日は３月31日であります。連結計算書類の作成にあ

たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を基礎としております。

株式会社リークスプロパティの決算日は６月30日であります。連結計算書類の作成にあたっては９月30日現

在で実施した仮決算に基づく計算書類を採用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

なお、その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

②　棚卸資産の評価基準及び評価方法

販売用不動産

　個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備は除く）並び

に2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②　無形固定資産

　定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。
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連結注記表

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　株式給付引当金

　譲渡制限付株式給付規程及び在職時株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付等に備えるため、

当連結会計年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

　当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及

び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

（プロパティマネジメント収入）

①　顧客との契約から生じる収益

a.賃貸マンション・アパートの運用・管理から得られる収入

主にオーナーから受領する事務手数料やビルメンテナンス収入となります。事務手数料については

一定の期間にわたり収益を認識しております。ビルメンテナンス収入については契約上の条件が履行

された時点をもって履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

b.パートナーから受領する収入

主に月会費・加入金・初期手数料（当社一括借上事業を営業ツールとして、物件建築を受注した対

価として受領する手数料）となります。月会費については一定の期間にわたり収益を認識しておりま

す。パートナーから受領する加入金・初期手数料は契約上の条件が履行された時点をもって履行義務

が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

②　その他の収益

　主に入居者から受領する賃料などがあります。一定の期間にわたり収益を認識しております。

（ＰＭ付帯事業収入）

①　顧客との契約から生じる収益

a.滞納保証事業から得られる収入

主に入居者から受領する家賃保証にかかる保証料となります。契約期間を履行義務の充足期間とし

て、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり均等に収益を認識しております。

b.ブロードバンド事業（JPMCヒカリ）から得られる収入

オーナーから受領するインターネット回線利用料となります。契約上の条件が履行された時点をも

って履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

②　その他の収益

保険料等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定めによっております。

（その他の収入）

①　顧客との契約から生じる収益

リフォーム事業、建築部材等の販売事業、イーベスト事業（収益不動産売買仲介業）等から構成され

ております。リフォーム事業については、短期の工事を除き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、

当該進捗度に基づき一定の期間にわたって認識しております。それ以外の事業は、契約上の条件が履行

された時点をもって履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

②　その他の収益

ローン事業に関する収入です。一定の期間にわたり収益を認識しております。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、効果の発現する期間を合理的に見積もり、当該期間にわたり均等償却しており

ます。
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連結注記表

（単位：千円）

当連結会計年度

繰延税金資産 99,169

（単位：千円）

当連結会計年度

のれん 258,159

(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

控除対象外消費税等の会計処理

　控除対象外消費税等については、当連結会計年度の期間費用として処理しております。ただし、固定資

産に係る控除対象外消費税等は投資その他の資産の「その他」に計上し定額法（５年）により償却を行っ

ております。

二　会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首より適用しております。

　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正について、2022年改正会計基準第20-

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第28号　2022年10月28日）第65-２項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、この

会計方針の変更による連結計算書類への影響はありません。

三　会計上の見積りに関する注記

１．繰延税金資産

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当社グループの連結計算書類に計上されている資産及び負債の金額と課税所得計算上の資産及び負債

の金額との間に生じる一時差異に係る税効果については、当該差異の解消時に適用される法定実効税率

を使用して、繰延税金資産を計上しております。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算定に用いた主要な仮定

　将来の繰延税金資産の回収可能性の判断にあたり、将来の課税所得の見込額を考慮しております。将

来の課税所得の見込額は、当社グループの事業計画を基礎としており、事業計画には運用戸数の実績及

び売上高の見込みを主要な仮定として織り込んでおります。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　実際の市場状況及びそれに伴う契約数等が当社グループの見込みよりも悪化した場合、繰延税金資産

の取り崩しが発生し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

２．のれん

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　連結計算書類に計上しているのれんは、連結子会社等を取得した際に生じたものであり、取得時にお

ける将来事業計画に基づき算定された超過収益力をのれんとして認識しており、その効果が発現すると

見積られる期間にわたって、定額法により規則的に償却しております。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

　超過収益力の評価にあたって用いた将来キャッシュ・フローは、のれんの残存償却期間における事業
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連結注記表

売　掛　金 647,716千円

契 約 資 産 20,227千円

　　計 667,944千円

建　　　物 782,801千円

土　　　地 1,560,380千円

　　計 2,343,181千円

１年内返済予定の長期借入金 119,238千円

長期借入金 633,069千円

　　計 752,307千円

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 19,025,600 － 1,300,000 17,725,600

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,481,325 911,808 1,376,422 1,016,711

計画等に基づき見積もっております。事業計画の基礎となる家賃収入及び入居率等の見積りに際して

は、一定の仮定をおいており、その仮定には不確実性が伴っております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　上述の仮定について、経営環境の変化等により見直しが必要となった場合には、翌連結会計年度以降

の連結計算書類に影響を及ぼす可能性があります。

四　連結貸借対照表に関する注記

１．売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

２．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

３．保有目的の変更

　当連結会計年度において、賃貸用不動産から販売用不動産へ保有目的を変更したことに伴い、建物46,173千

円、土地9,576千円および無形固定資産その他471千円を販売用不動産56,221千円に振替えております。

五　連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式に関する事項

（注）普通株式の減少1,300,000株は、2025年５月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の消却を行ったも

のであります。

２.自己株式に関する事項

（注）１.普通株式の増加900,000株は、2025年２月17日開催の取締役会決議に基づき、自己株式を取得したもの

であります。

２.普通株式の増加11,808株は、譲渡制限付株式報酬として割り当てた普通株式の一部を無償取得したこと

によるものであります。

３.普通株式の減少1,300,000株は、2025年５月12日開催の取締役会決議に基づき、自己株式の消却を行っ

たものであります。

４.普通株式の減少76,422株は、譲渡制限付株式付与のため自己株式の処分による減少41,748株及び株式給

付信託（J-ESOP）の給付による減少34,674株であります。
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連結注記表

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025年２月25日
取締役会

普通株式 483,491 27.50 2024年12月31日 2025年３月11日

2025年８月８日
取締役会

普通株式 484,838 29.00 2025年６月30日 2025年９月５日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026年２月24日
取締役会

普通株式 利益剰余金 518,054 31.00
2025年

12月31日
2026年
３月11日

３．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（注）１. 2025年２月25日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,023千円が含まれて

おります。

２. 2025年８月８日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産とし

て、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金1,043千円が含まれて

おります。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（注）2026年２月24日取締役会決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-ESOP)」の信託財産として、

株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式に対する配当金79千円が含まれております。

六　金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については安全性の高い預金及び債券等に限定しております。

　また、資金調達については銀行等金融機関からの借入による方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び営業貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、取引先企業との業務に関連する株式であり、上場株式については市場価格等の変動リス

ク、非上場株式については発行体（取引先企業）の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払法人税等は、１年以内の支払期日であります。

　長期預り保証金は、入居者からお預りした敷金であり、入居者ごとに残高を管理しております。

　変動金利による長期借入金は、金利変動のリスクに晒されておりますが、主として営業取引に係るもので

あり、金利動向を随時把握し、適切に管理しております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、財務部で新規取引先等の与信審査を行っており、営業債権については担当部署が取

引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財政状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図

っております。営業貸付金については、顧客ごとの返済状況のモニタリングを定期的に実施することで

信用状況を把握しリスク低減を図っております。

②　市場価格の変動リスクの管理

　投資有価証券は、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しリスクを管理しております。

③　資金調達に係る流動性リスクの管理

　当社グループは、財務部が適時に資金繰り見通しを策定し、当社グループ全体の資金管理を行うほ

か、安定した調達先の確保等により流動性リスクを管理しております。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 時価 差額

営業貸付金 1,602,899 1,602,899 ―

長期借入金（※１） 759,615 743,531 △16,083

長期預り保証金 1,920,004 1,848,014 △71,989

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

営業貸付金 ― 1,602,899 ― 1,602,899

長期借入金 ― 743,531 ― 743,531

長期預り保証金 ― 1,848,014 ― 1,848,014

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　2025年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

（単位：千円）

※１　１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

※２　現金及び預金、売掛金及び契約資産、買掛金、未払法人税等、前受金については、現金であること、及び短期

間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融商品）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法およびインプットの説明

資　産

営業貸付金

営業貸付金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利に基づいて利率を見直しております。貸付先の信

用状態が大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっており、レベル

２の時価に分類しております。

負　債

長期借入金

長期借入金の時価については、固定金利によるものは、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。変動金利によるものは、短期間で市場金利に基

づいて利率を見直しており、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっており、レベル２の時価

に分類しております。
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連結注記表

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度末の時価

5,035,208 5,536,199

１．１株当たり純資産額 553円91銭

２．１株当たり当期純利益 107円24銭

売上区分

当連結会計年度

（自　2025年１月１日

至　2025年12月31日）

　プロパティマネジメント収入（リース取引除く） 4,666,190

　PM付帯事業収入(保険事業除く) 1,059,816

　その他の収入（ローン事業除く） 1,712,698

顧客との契約から生じる収益 7,438,705

　プロパティマネジメント収入（リース取引）

　PM付帯事業収入（保険事業）

　その他の収入（ローン事業）

49,338,481

1,667,553

53,357

その他の収益 51,059,391

外部顧客への売上高 58,498,097

長期預り保証金

将来キャッシュ・フローを、返還すると見込まれる預り期間及び当該期間に対応した国債の利回り等適切な指

標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

七　賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、関東地区及びその他の地域において、賃貸用の建物（土地を含む）を有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２. 当連結会計年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産評価額を基準としておりま

す。

八　１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に株式会社日本カストディ銀行

(信託E口)が所有する当社株式2,555株を含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式の

期中平均株式数24,614株を含めております。

九　収益認識に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、プロパティマネジメント事業及びその付随業務の単一セグメントであるため、顧客との

契約から生じる収益を分解した情報を売上区分別に以下のとおり記載しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

２．収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「一 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関す

る注記 ４．会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

区分 当連結会計年度期首 当連結会計年度期末

顧客との契約から生じた債権 481,972 647,716

契約資産 116,989 20,227

契約負債 2,566,629 2,445,780

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　(単位：千円)

契約資産は、主として工事契約において、期末日時点での進捗度の測定に基づき収益を認識しておりま

すが、未請求の作業に係る対価に対する権利に関するものであります。対価に対する当社の権利が無条件

になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

契約負債は、主として賃貸借契約について顧客から受け取った前受対価であり、収益の認識に伴い取り

崩されます。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を使用し、残存履行義務に関する情

報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重

要な金額はありません。

十　重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金

合計

その他
利益剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 465,803 365,757 1,474 367,231 8,161,883 8,161,883

当期変動額

剰余金の配当 △968,330 △968,330

当期純利益 2,552,940 2,552,940

自己株式の取得

自己株式の処分 584 584

自己株式の消却 △1,508,000 △1,508,000

利益剰余金から資
本剰余金への振替

1,505,941 1,505,941 △1,505,941 △1,505,941

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（純額）

当期変動額合計 － － △1,474 △1,474 78,668 78,668

当期末残高 465,803 365,757 － 365,757 8,240,551 8,240,551

株主資本

純資産合計
自己株式 株主資本合計

当期首残高 △1,766,139 7,228,778 7,228,778

当期変動額

剰余金の配当 △968,330 △968,330

当期純利益 2,552,940 2,552,940

自己株式の取得 △1,006,200 △1,006,200 △1,006,200

自己株式の処分 93,539 94,123 94,123

自己株式の消却 1,508,000 － －

利益剰余金から資
本剰余金への振替

－ －

株主資本以外の項
目 の 当 期 変 動 額
（純額）

－

当期変動額合計 595,339 672,533 672,533

当期末残高 △1,170,800 7,901,311 7,901,311

株主資本等変動計算書

（自　2025年１月１日　至　2025年12月31日）
（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

建物 ４年～47年

工具、器具及び備品 ４年～20年

個別注記表

一　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

 子会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

 その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

 販売用不動産

　個別法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

 貯蔵品

　最終仕入原価法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備は除く）並びに

2016年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３．引当金の計上基準

貸倒引当金

　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

株式給付引当金

　譲渡制限付株式給付規程及び在職時株式給付規程に基づく従業員への当社株式の給付等に備えるため、当

事業年度末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４．収益及び費用の計上基準

　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。

顧客との契約から生じる収益

(1) 賃貸マンション・アパートの運用・管理から得られる収入

　主にオーナーから受領する事務手数料やビルメンテナンス収入となります。事務手数料については一

定の期間にわたり収益を認識しております。ビルメンテナンス収入については契約上の条件が履行され

た時点をもって履行義務が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。

(2) パートナーから受領する収入

　主に月会費・加入金・初期手数料（当社一括借上事業を営業ツールとして、物件建築を受注した対価

として受領する手数料）となります。月会費については一定の期間にわたり収益を認識しております。

パートナーから受領する加入金・初期手数料は契約上の条件が履行された時点をもって履行義務が充足

されると判断し、当該時点で収益を認識しております。
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個別注記表

（単位：千円）

当事業年度

繰延税金負債 13,730

建物 814,120千円

土地 1,491,459千円

　計 2,305,579千円

１年内返済予定の長期借入金 115,992千円

長期借入金 633,069千円

　計 749,061千円

建物 1,572,576千円

工具、器具及び備品 90,951千円

その他 12,750千円

計 1,676,278千円

短期金銭債権 101,443千円

短期金銭債務 66,088千円

その他の収益

主に入居者から受領する賃料などがあります。一定の期間にわたり収益を認識しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

控除対象外消費税等の会計処理

　控除対象外消費税等については、当事業年度の期間費用として処理しております。ただし、固定資産に係

る控除対象外消費税等は投資その他の資産の「長期前払消費税等」に計上し定額法（５年）により償却を行

っております。

二　会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」の適用）

　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下「2022年

改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首より適用しております。なお、この会計方針の変更による計

算書類への影響はありません。

三　会計上の見積りに関する注記

　繰延税金負債

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　連結注記表の「三　会計上の見積りに関する注記　１．繰延税金資産」に同一の内容を記載しているた

め、注記を省略しております。

四　貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

２．有形固定資産の減価償却累計額

３．関係会社に対する金銭債権、金銭債務

４．保有目的の変更

　当事業年度において、賃貸用不動産から販売用不動産へ保有目的を変更したことに伴い、建物46,173千円、

土地9,576千円および無形固定資産その他471千円を販売用不動産56,221千円に振替えております。
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営業取引（収入分） 137,287千円

営業取引（支出分） 291,326千円

営業取引以外（収入分） 1,561,489千円

未払事業税等 11,518千円

未払賞与 55,419千円

未払法定福利費 6,960千円

貸倒引当金 132,623千円

株式給付引当金 125,907千円

前受金 13,392千円

投資有価証券評価損 36,618千円

その他 54,098千円

繰延税金資産小計 436,539千円

評価性引当額 △73,218千円

繰延税金資産合計 363,321千円

固定資産評価差額 △377,051千円

繰延税金負債合計 △377,051千円

差引：繰延税金資産（負債）純額 △13,730千円

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.3

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △15.5

所得拡大促進税制 △0.7

住民税均等割 0.1

その他 2.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 16.8

五　損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

六　株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

　普通株式　1,016,711株

（注）普通株式の自己株式には、株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式2,555株が含まれて

おります。

七　税効果会計に関する注記

　１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

（繰延税金負債）

　２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳
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種類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合（％）
関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社
株式会社JPMC
ファイナンス

所有
　直接 100

役員の兼任
金銭の貸付

資金の貸付
（注１）

－
関係会社

短期貸付金
81,200

資金の返済 595,900
関係会社

長期貸付金
934,183

利息の受取
（注１）

3,622 － －

配当金の
受取

（注２）
500,080 － －

子会社
株式会社JPMC
アセットマネ
ジメント

所有
直接 100

役員の兼任
配当金の
受取

（注２）
350,000 － －

子会社
株式会社JPMC
シンエイ

所有
直接 100

役員の兼任
配当金の
受取

（注２）
700,502 － －

種類 会社等の名称
議決権等の所有

（被所有）割合（％）
関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社ムト
ウエンタープ
ライズ
（注）１

－
役員の兼任
賃貸等不動
産の管理

賃貸等不動産
の管理
（注）４

17,277 売掛金 649

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社ダイ
ヤコーポレー
ション
（注）２

－
役員の兼任
賃貸等不動
産の管理

賃貸等不動産
の管理
（注）４

12,822 売掛金 614

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等

株式会社エー
ルコーポレー
ション
（注）３

－
役員の兼任
賃貸等不動
産の管理

賃貸等不動産
の管理
（注）４

11,314 売掛金 261

八　関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等

（注）１.子会社に対する貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

　　　２.配当金の受取については、会社の財政状態等を勘案し、合理的に決定しております。

２．役員及び個人主要株主等

（注）１.株式会社ムトウエンタープライズは当社代表取締役武藤英明が議決権の過半数を保有しております。

２.株式会社ダイヤコーポレーションは当社代表取締役武藤英明の近親者が議決権の過半数を保有しており

ます。

３.株式会社エールコーポレーションは当社代表取締役武藤英明の近親者が議決権の過半数を保有しており

ます。

４.取引条件及び取引条件の決定方針等

賃貸等不動産の管理については、一般の取引条件と同様に決定しております。
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１株当たり純資産額 472円88銭

１株当たり当期純利益 152円04銭

九　１株当たり情報に関する注記

（注）１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式に株式会社日本カストディ銀行

(信託E口)が所有する当社株式2,555株を含めております。また、１株当たり当期純利益の算定上、期中平

均株式数の計算において控除する自己株式に株式会社日本カストディ銀行(信託E口)が所有する当社株式の

期中平均株式数24,614株を含めております。

十　収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の「九　収益認識に関する注

記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。

十一　重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。

－ 22 －


	表紙
	事業報告
	主要な事業内容
	主要な事業所
	従業員の状況
	主要な借入先
	会社の株式に関する事項
	会社の新株予約権等に関する事項
	会計監査人の状況
	会社の体制及び方針

	連結計算書類
	連結株主資本等変動計算書
	連結注記表

	個別計算書類
	株主資本等変動計算書
	個別注記表


